
対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室

　各学校のキャリア教育全体計画が整
備され、充実したキャリア教育の取組
が実施される。

【事業実績】
①キャリア教育連絡協議会
の開催：参加者439名
②キャリア教育推進地域の
研究成果の普及（中間発表
会の開催）：参加者873名
③教員用啓発リーフレット
配付（5,871部）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
〇キャリア教育全体計画の作成に関す
る研修の実施などにより、全ての小・
中学校で全体計画が整備された。年間
指導計画の作成については十分整備さ
れていない。今後もモデルとなる取組
等を普及していく必要がある。

<H25年度末ｷｬﾘｱ教育実態調査結果>
◆全体計画作成率
　　小学校：100％（＋10.6％）
　　中学校：100％（＋11.3）
◆年間指導計画作成率
　　小学校：79.6%（＋33％）
　　中学校：82.4%（＋11.1％）
　　　　　　（ 　）は前年度比

平成２４年度から３年間実施したキャ
リア教育研究事業における研究指定校
の成果を軸としながら、全ての高等学
校がキャリア教育の視点で教育活動全
体を見直し、各校の生徒や地域の実態
に応じた、取組を実践することができ
る。

【事業実績】
・研究指定校４校が下記の
テーマで実践研究を実施
《中芸高等学校》
発達障害等のある生徒に対
する授業方法や評価方法等
の工夫
《山田高等学校》
教科におけるキャリア教育
の効果的な取組の工夫
《伊野商業高等学校》
学校の組織的なキャリア教
育の取組の工夫
《高岡高等学校》
発達障害等のある生徒に対
する進路選択に結びつく支
援の在り方の工夫
・キャリア教育研究事業連
絡協議会(6/3)の実施
・教育課程研究協議会
(キャリア教育)(12/25)に
おいて、取組成果を発表

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
○教育課程研究協議会（キャリア教
育）を取組成果の発表の場として設定
することにより、研究指定校の取組や
組織づくりについて情報の共有が進ん
だ。

○研究指定校に限らず本県のすべての
高校において、キャリア教育のさらな
る推進に向けて次の２点が大きな課題
となっている。
①研究テーマと学校経営構想図、年間
指導計画との関連性及び年間指導計画
を活用したPDCAサイクルの確立
②生徒の変容を捉えるキャリア教育の
評価

　平成２４年度から継続した４校を研究
指定し、生徒の将来の進路に結びつける
ためにキャリア教育の実践研究を行い、
その成果を県内の県立高校に普及する。

教育委員会
高等学校課

■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援

■いじめ
の防止

■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進

高知県いじめ防止基本方針に基づく取組の進捗状況（第３回連絡協議会用）

県方針の内容

子ども
教職員

(保護者)

小中学校
キャリア教
育推進事業

教育委員会
小中学校課

　児童生徒に夢や志をもって社会を生き
抜く力を育成するために、地域の特色に
応じた市町村ぐるみのキャリア教育を推
進する地域を指定し、研究推進体制の整
備やキャリア教育の視点でとらえた授業
実践を行い、その成果を普及する。

子ども
教職員

高等学校学
校パワー
アップ事業
(キャリア教
育研究事業)

資料 １ 

・指針「高知のキャリア教育」に基づく発達段階に応じたキャリア教育の推進 

・「夢」や「志」を喚起し、意欲を高める教育の推進 

平成２４年度からの４校を

指定 

キャリア教育の実践研究、

成果発表 

指定校の成果の検証

に基づき、協議会を通

して全校に普及 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　学校・家庭・地域間の連携を強化
し、市町村ぐるみの道徳教育を推進す
ることにより、児童生徒の道徳性の向
上を図る。
（全国学力・学習状況調査　児童生徒
質問紙の3項目において、平成２５年
度と比べ、肯定的な回答の割合を上げ
る。）

【事業実績】
①道徳の授業公開（全焼・
中学校で実施）
②道徳教育研究協議会の実
施（小・中学校担当者対
象：のべ472名参加）
③家庭用道徳教育ハンド
ブック「私たちの道徳」に
ついての説明会の実施（Ｐ
ＴＡ研修会：県内５会場）
④「高知の道徳」を活用し
た実践研究（８校指定）
⑤道徳教育指定地域の研究
と成果普及（４地域指定）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
○全ての小・中学校で道徳の授業が公
開され、保護者・地域の道徳教育への
理解が深まってきた。
○児童生徒の道徳性を向上させるため
に、さらに家庭や地域と連携した道徳
教育を進めていく必要がある。

<Ｈ26年度全国学力･学習状況調査>
◆「自分にはよいところがある」
　　小学生:76.0%(-0.6)
　　中学生:66.3%(-1.9)
◆「将来の夢や目標をもっている」
　　小学生:86.4%(-1.5)
　　中学生:73.6%(-2.4)
◆「学校のきまりを守っている」
　　小学生:89.6%(-0.8)
　　中学生:90.8%(-1.1)
　　　　　　（　）はＨ25年度比

○　中途退学率を減少させる。平成２
５年度をベースとした中退者数を半減
させる。
○　卒後１年目の県内就職者の離職率
を減少させ、離職率を全国平均以下に
する。

【事業実績】
・高知県版、社会人基礎力
育成プログラム完成
・指定６校による先行実施

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
中学校教員の情報から、中学校での課
題を理解したうえで、このプログラム
が作成されたことは大きな成果であ
る。今後、このプログラムをしっかり
と検証・改善し、すべての高校に効果
的に普及させる手立てを考える必要が
ある。

子ども
教職員

生徒の意欲
を高める応
援プラン事
業(社会人基
礎力育成プ
ログラム開
発)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

子ども
教職員

(保護者)

道徳教育充
実プラン

　児童生徒の道徳性の向上を図るため
に、指定地域において学校、家庭、地域
が連携した道徳教育に取り組み、その成
果を普及することにより、県民ぐるみの
道徳教育を推進する。

教育委員会
小中学校課

　生徒の社会性の向上のために、就職や
離職の状況に課題のある学校を指定し、
コミュニケーション能力や協調性、規範
意識等の社会人基礎力の育成のためのプ
ログラムを中学校教員と協働して開発し
実践する。

教育委員会
高等学校課

(■いじめ
の防止)

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

学校・家庭・地域との連携を強化した道徳教育の推進 

高知県版、社会人基礎力育成プログラムの推進 

・プログラム開発 

・指定６校、 

プログラム先行実施 

・指定６校と中退防止

指定校１０校で実施 

・プログラムの検証と

・すべての高等学校

に拡充 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　学校図書館の環境を整備することに
より、児童生徒の読書の質と量が充実
し、豊かな心が育成される。

【事業実績】
①推薦図書リストを活用し
た「高知県わくドキ！
ショートコメントコンテス
ト」の実施:取組数 7,152
点
　(H25年度より887点増）

②指定校21校における学校
図書館を活用した授業の公
開状況：21回

③学校図書館支援員配置状
況
・29市町村(10市町村増)
・178校（93校増）
・118名（46名増）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
○コンテストへの応募作品数が昨年度
よりも増えるとともに、作品に質的な
高まりが見られた。また、学校図書館
を活用した授業が各地域で公開され、
読書を通して児童生徒の思考力や表現
力を向上させる取組が各校で進んでき
ている。
○家や学校で読書をしている割合が昨
年度よりも減っており、今後も読書環
境を整えていくことが必要である。

<Ｈ26年度全国学力・学習状況調査>
◆「週1回～月数回程度学校図書館を
活用した授業を計画的に実施してい
る」
　小学校：49.5(＋4.3）
　中学校：10.1(＋1）
◆「家や学校で普段の日(月～金)も読
書を10分以上している」
　小学生：67.5（-2.5）
　中学生：58.2（-5.5）
　　　　　　（　）はＨ25年度比

・研究指定、研修の実施
・県立高校11校への図書館
管理システムの導入

・研修の実施（研究指定
成果の普及、取組事例
の共有）
・環境整備の推進

・研修の実施（効果的な
取組事例の研究と共有）
・環境整備の推進

　生徒の週１回以上の図書館利用率を
向上させる。（目標50%）

【事業実績】
・研究指定事業３校指定
・研修会２回実施
・県立高校への図書館管理
システムの導入完了

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・図書館管理システムの導入が完了
し、環境整備は進展しつつある。ま
た、担当教職員の意識や理解も向上が
みられる。
・図書館活用について、研究指定校の
成果を各学校中の全体の理解や組織的
取組につなげる必要がある。

子ども
教職員

高等学校学
校図書館教
育推進事業

　生徒の主体的、意欲的な学習活動の充
実を図り、豊かな感性をはぐくむ教育を
推進するための、学校図書館の効果的活
用についての研究や研修会を実施し、モ
デル的取組を推進するとともに、学校図
書館担当教職員の指導力の向上を図る。
また、学校図書館情報のデータベース化
を推進し、管理や貸出業務が円滑に行え
るようにする。

教育委員会
高等学校課

教育委員会
小中学校課

子ども
教職員

学校図書館
活動の推進
(ことばの力
育成プロ
ジェクト事
業)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
の防止)

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

　学校図書館の環境を充実させるととも
に、各教科等における学校図書館や図書
資料の活用を図ることを通して、児童生
徒の読書習慣を確立し、豊かな感性や思
考力・判断力・表現力を育成する。

① 推薦図書リストの配布及び活用の促進 

② 学校図書館を活用した授業の推進 

（ことばの力育成プロジェクト推進事業） 

③ 読書環境整備の充実                継続予定  

指導主事の学校訪問 

による推進 

（学校図書館環境整備費補助金） 

学校図書館の機能の充実と生徒が活用しやすい環境整備の推進ｕ 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・県立高校の中途退学率を全国平均以
下にする。
・重点指定校の中途退学者数を平成２
４年度から半減させる。

【事業実績】
・生徒情報の共有と支援方
法の徹底。
・仲間づくりのための合宿
や体験活動の実施（21
校）。
・重点支援校ではカウンセ
ラーを週１日から週２日に
することで家庭訪問への帯
同や生徒の個別面談の大幅
な増加。
・学習支援員等の活用によ
る補力補習（20校42名の支
援員）。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・課題のある生徒への個別支援を組織
的な取り組みとして行うことで、平成
26年度の中途退学者数は、昨年度同時
期に比べ半減している。
・全ての学校で、個に頼らず、組織で
継続していくことができる生徒支援の
仕組みを更に構築していく必要があ
る。

　県民に対して様々な自然体験活動等
の情報提供を行うことにより、県民が
身近な場所や興味関心のある活動への
参加ができる。
　自然体験活動の指導者が養成される
ことにより、安全に配慮された様々な
体験活動に県民が参加することができ
る。
※Ｈ２６　こうちこどもプラン

【事業実績】
○指導者養成研修等
　(自然体験インスト
　ラクター)の実施
　(H27/1/10～12)
  参加者21名
○情報提供
・イベント情報、団体
　紹介情報の更新
・環境学習プログラム
  活用事例の追加

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
　自然体験活動指導者の増加と資質の
向上が図れた。
　ホームページ「ビビビ、五感全開
高知体験学習ガイド」において、自然
体験等イベント情報や体験プログラ
ム、安全管理等の情報提供ができてい
る。

　多様な体験活動や学習活動を通じ、
青少年の自主性、社会性、協調性が育
まれる。
　中１学級にまとまりができ、学習に
集中できる円滑な学級経営を行うこと
ができる。
※Ｈ２７　高知県教育振興基本計画
重点プラン

【事業実績】
・中1学級づくり合宿事業
　　30校参加
・不登校対策事業
　　計9回実施
(1月以降　2回開催予定)
・各種主催事業　23事業実
施

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・中１仲間づくり合宿実施後の満足度
調査(各校へのアンケートによる)
　(引率教員)「合宿はその後の学級経
営に役立つ」：93.0%
　(生徒)「研修は楽しかった」：
92.7%
・今後も不登校やいじめ等の予防的対
応を継続する必要があるため、事業の
継続及び利用者の拡大を図る。

教育委員会
高等学校課

子ども
教職員

生徒の意欲
を高める応
援プラン事
業(中途退学
減少プロ
ジェクト)

　高等学校における早期の中途退学の防
止に向けて、中途退学の多い学校を指定
し、人権教育課と連携した心の教育アド
バイザーの派遣支援などを通じて、個に
応じたきめ細かな指導を組織的に行う。
また、入学者を対象とした仲間づくり合
宿を実施し、学校生活への円滑な適応を
支援する。また、生徒指導上の課題の引
き継ぎやつながりのある進路指導の在り
方を中高の校長が集まり協議する場を設
けるなど中学校と高校の連携を強化す
る。

子ども
教職員

青少年教育
施設振興事
業

　青少年に自然に親しんでもらうととも
に、異年齢集団による多様な体験活動の
場を提供し、自主性・社会性・協調性を
養う。
　体験活動等を通して不登校・いじめ等
の予防的対応を図るとともに、子どもが
家庭や地域社会と上手に関わりながら成
長する力を身につける。
　・中１学級づくり合宿事業の実施
　・不登校対策事業の実施
　・各施設における主催事業の実施

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
の防止)

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

教育委員会
生涯学習課

子ども
教職員

環境学習推
進事業

　ＮＰＯ等の団体や学校、青少年団体が
連携した自然体験活動や環境学習を推進
する。
・指導者養成研修等の実施
・ホームページによる体験学習の情報提
供

教育委員会
生涯学習課

施設機能を生かした校外学習支援の実施 

各種事業の計画的な実施及び積極的なＰＲ、 

ニーズ等に応じた事業の新規開発・見直し 

指導者養成研修等の実施、ホームページによる体験学習の情報提供 

中途退学防止プランの実行と組織的な生徒支援及び 

中高連携の更なる推進 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　人権意識を高めるとともに、状況に
よっては犯罪（加害者・被害者）に結
びつくことを認識させる。
　ネットマナーの普及徹底

【事業実績】
  小学校36回
　中学校 7回

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
　学校からの依頼が増加。出前型から
T･T方式へと移行していく。

　人権作文に取り組む学校数の増加と
それに伴う応募数の増加

【事業実績】
・応募作品数　451編
・いじめ防止子どもサミッ
トにおいて、いじめを題材
とした入賞作品を朗読する
ことができた。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・応募作品数は、昨年度と比較して、
５編増の451編、応募学校数は、13校
増の131校であった。
・作品からは、学校における人権教育
の取組が見えにくい面があるため、人
権教育の推進と人権作文への取組を関
連付けて指導や取組が行えるよう、人
権教育主任等に周知、啓発を行うこと
が必要である。

・２小学校、１中学校を指定

　平成３０年度までに、人権教育総合
推進地域事業も含めて、県内１０校を
指定し、研究の推進を図る。
※Ｈ３０　高知県人権施策基本方針―
第１次改定版―

【事業実績】
・指定校３校において、
「教科・領域における人権
学習」「自尊感情の育成」
といった内容での研究が進
んだ。
・集合研修会　6/13
・黒潮町立佐賀中学校指定
研究発表会　10/24
・合同報告会　2/18

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・指定校の支援を充実させるために、
計画的な学校訪問を行う必要がある。
そのうえで事業の成果を再委託先の市
町村教育委員会や県全体で普及させる
ことが必要である。
・関係各課や教育事務所との連携を図
りながら、研究指定校の増加を図る。
・より効果的な普及のため、合同での
研修会の在り方等については検討が必
要である。

　良好な親子関係や子どもへのかかわ
り方について保護者の理解が深まり、
積極的に子どもにかかわる姿が多くな
る。

【事業実績】
・保護者研修　52回（53
園）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・保護者のほとんどが「子どもへの親
のかかわりが大切だと思う」と回答
し、また、追跡調査によると、これま
でに講話を聴講した保護者のほとんど
が「その後の子育てに変化があった」
と回答していることから、講話等が良
好な親子関係の構築にとって効果的で
あるといえる。
・今後も引き続き、研修内容のさらな
る充実を図る。

保護者
親育ち支援
啓発事業

良好な親子関係や子どもへのかかわり方
について保護者の理香を深め、親の子育
て力を高めるために、保育所・幼稚園等
において、講話等を行う。

教育委員会
幼保支援課

人権作文コ
ンテスト

　基本的人権の重要性，必要性について
考えたことなどを題材として、小学校
５・６年生，中学校，高等学校の児童生
徒、特別支援学校の小学部５・６年生，
中学部，高等部の児童生徒から作文を募
集し表彰する。

教育委員会
人権教育課

法務局
人権擁護課

子ども
非行防止教
室

　小学生を対象に、いじめをテーマとし
た指導案と教材を各学年毎に作成し、担
任とティーム・ティーチングで授業を行
う。
　中学生を対象に、いじめをテーマとし
た出前授業の実施（例：いじめ防止対策
推進法を教材にディベート形式の授業
等）

警察本部
少年課

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

(■いじめ
の防止)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

子ども
教職員

(保護者)

人権教育研
究推進事業

【人権教育研究指定校事業】
　人権意識を培うための学校教育の在り
方について、教育委員会等との連携・協
力の下で幅広い観点から実践的な研究を
実施する。（２６年度は１中学校、２小
学校を指定）

教育委員会
人権教育課

子ども

研究指定校における人権教育の指導方法の改善充実に向けた 

実践的な研究の推進 

高知地方法務局人権擁護課と連携したコンテストの開催 

学校の実情・ニーズに合わせた出前授業の実施 

保護者研修の実施 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　保護者と保育者との相互理解が進む
ことで、共に子育てを考えるようにな
り、保護者が積極的に子どもにかかわ
る姿が多くなる。

【事業実績】
・新規実施園　７園
　新規園及び継続園の合
　計　78園

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・実施した園については成果が大きい
が、保護者を受け入れることに抵抗感
があることから実施に踏み切れない園
もあるため、これまで以上に市町村や
園に対して積極的なアプローチを行う
必要がある。

・推進校の「学校経営計画」の「徳」
の到達目標の達成状況がＢ以上
・全国学力・学習状況調査質問紙調査
結果において「自分には、よいところ
があると思う」70%以上、「学校のき
まり・規則を守っている」90%以上

【事業実績】
県内の中学校19校を指定
し、学校経営計画の中に生
徒指導の視点を位置付け、
ＰＤＣＡサイクルに基づき
開発的な生徒指導に組織的
に取り組んだ。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・「教職員の肯定的な声かけ活動」や
「進路目標をもつための個人記録シー
ト」等の取組により生徒に自己肯定感
の向上が見られた。
・生徒指導の３機能を位置付けた授業
改善に取り組み、開発的生徒指導の視
点での授業作りが進んだ。
・各推進校での成果を県内の中学校に
発信した。
・平成２７年度からは、②の事業の成
果を①へ反映させるとともに、小中連
携による開発的生徒指導の実施に向け
た事業を新たに実施する予定である。

・いじめ防止子どもサミットの
実施

　平成２７年度の全国学力・学習状況
調査の児童生徒質問紙調査において、
「いじめは、どんな理由があってもい
けないことだと思いますか」に対する
肯定的な回答の割合を100%に近づけ
る。

【事業実績】
・いじめ防止子どもサミッ
ト　12/6
・参加者数　1,444名（児
童生徒721名、大人723名）
・参加学校数　294校（小
185校、中96校、高13校）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・サミットでの学びをいじめ防止の取
組に具体的に生かしていこうとする学
校が増えつつある。（例、あいさつ運
動から仲よくしよう運動へと発展させ
ようとしている学校、子どもの宣言文
を用いて指導を行った学校等）
・子ども・大人それぞれの宣言文の趣
旨や内容等を県民に周知する必要があ
る。

　教育活動の中に生徒指導の視点を位置
付け、ＰＤＣＡサイクルに基づく開発的
な生徒指導（子どもに内在する力や可能
性を引き出す生徒指導）に組織的に取り
組めるよう、学校を指定し重点的に支援
する。
①志育成型学校活性化事業～高知夢いっ
ぱいプロジェクト～
　11中学校を指定し、統括アドバイザー
や生徒指導支援アドバイザーからの指
導・助言を通して、自己肯定感や規範意
識を育むための組織的、計画的な生徒指
導体制を構築する。
②学校経営計画に基づく生徒指導推進校
支援事業
　８中学校を指定し、学校経営計画に生
徒指導の視点を位置付け、開発的・予防
的な生徒指導を推進するとともに、生徒
指導の３機能の視点に立った教育活動を
実施する。

教育委員会
人権教育課

夢・志を育
む「開発的
生徒指導」
推進事業

子ども
教職員

子ども
教職員
保護者

一般県民

(■いじめ
の防止)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

いじめ防止
子どもサ
ミット

　高知県いじめ防止基本方針に基づくい
じめの防止対策を県民挙げて推進するた
め、
・県内の小・中・高・特別支援学校の児
童生徒が集い、いじめの防止について考
える機会にする。
・子どもに関わる大人も、子どもたちと
一緒にいじめ問題について考え、子ども
たちのいじめの防止等の取組を支える機
運を高める。

知事部局
教育委員会
警察本部

保護者

保護者の一
日保育者体
験推進事業

子どもの育ちや保育に関する保護者の理
解を促進するために、保育所や幼稚園等
を利用する保護者の保育者体験を促進す
る。

教育委員会
幼保支援課

■児童生
徒一人一
人がもっ
ている力
を引き出
す生徒指
導の推進

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

②「学校経営計画」に基づく 

生徒指導推進校支援事業 

中学校１１校指定 

①志育成型学校活性化事業 

中学校８校指定 

サミットの実施と、サミット宣言に基づいた児童生徒の 

主体的ないじめ防止の取組の推進 

中学校５校指定 中学校11校指定 

２中学校区の小中学校指定 

①志育成型学校活性化事業 ①志育成型学校活性化事業 

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業 

夢・志を育む「開発的生徒指導」推進事業→高知

夢いっぱいプロジェクト推進事業 

※小中連携による開発的生徒指導の実施 

保護者の一日保育者体験の実施 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　全校種が系統的に「学級経営の視
点」を意識した教育活動を各教員が推
進することにより、学級経営の質の向
上を図り、児童生徒への効果的で適切
な支援ができる。

【事業実績】
各種研修会（学級づくり地
域リーダー養成研修会、初
任者研修、人権教育主任
会、生徒指導主事会等）に
おけるハンドブックの活用
周知、実践の紹介

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
日常的なハンドブックの活用について
研修時、学校訪問時など機会あるごと
に呼びかけていく必要がある。

・Ｑ－Ｕアンケートやより良い人間関
係づくりのスキルを生かした「温かい
学校・学級」の増加
・学級づくりリーダーの効果的活用に
よる教員の学級経営力の向上

【事業実績】
・学級経営支援講座の開催
　7/30　129名
・学級づくり地域リーダー
養成研修会開催
 5/22・8/8・11/4 各16名
・学校訪問支援51回
　(H26・11月末現在)

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・各研修会における参加者の評価は平
均4.7点(5点満点)と高く、リーダー個
人のスキルアップにつながっている。

・地域リーダーについては、自校での
取組は着実に進んでいるものの他校や
地域全体での活動までには至っていな
い。

　研修満足度を80%以上にする。

【事業実績】
・県立学校人権教育主任連
絡協議会　5/19
・小中学校人権教育主任連
絡協議会
　東部　5/23
　土長南国吾川　5/27
　高岡　5/30
　西部　6/3
・人権教育主任の職務の徹
底と、人権教育推進のため
のマネジメント研修を実施

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・人権教育アクションシートの演習
や、推進リーダーからの実践発表が参
考になった等のアンケート回答があ
り、研修満足度は義務、県立ともに約
79％であった。
・２月の教育センター主催の研修会で
は、アクションシートに沿った各学校
の実践を確認し、次年度の研修の改善
につなげたい。また10の人権課題につ
いて、次年度の教育計画に加え、学習
していくことを促したい。

教職員

■教職員
の資質能
力の向上

教職員
学級経営推
進事業

　学校における児童生徒の生活のベース
となる「学級」の重要性を全教職員が認
識し、「学級経営ハンドブック」を活用
した組織的な教育活動に取り組み、児童
生徒が安心して過ごせる学級、学校づく
りを推進する。

教育委員会
人権教育課

教職員
学級づくり
リーダー活
用推進事業

　学級経営における指導的役割を担う
「学級づくりリーダー」を養成・活用す
ることで、学校の学級風土の改善を図
り、いじめや不登校等を生じさせない学
級・学校づくりを推進する。
○Ｑ－Ｕアンケート等の効果的活用の徹
底
○学級経営支援講座（年１回）
○学級づくり地域リーダー養成研修会
（年３回）

教育委員会
心の教育セン
ター

人権教育主
任連絡協議
会（義務・
県立）

　各学校の人権教育主任に人権教育の基
本方針やその職務の徹底を図るととも
に、人権教育推進上の成果や課題につい
て協議する。

教育委員会
人権教育課

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
の防止)

Ｑ－Ｕアンケート等の効果的活用 

学級経営支援講座・学級づくり地域リーダー 

養成研修会の開催 

リーダー活用モデ

ルの周知・啓発 

教育センター主催の人権教育主任研修と連動させた 

人権教育推進のためのマネジメント研修の実施 

「学級経営ハンドブック」の積極的な活用 

・学級経営を意識した取組の充実 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　平成２８年度までに、44名の人権教
育推進リーダーを育成する。

【事業実績】
・10名(小４名、中３名、
高３名)を人権教育推進
リーダーに委嘱
・集合研修会
　5/20、8/5・6、2/23
・授業研究への指導･助言

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・集合研修会や教育センター主催の研
修会への参加、勤務校での授業研究等
を通して、研究テーマに沿った実践研
究を進め、各リーダーの力量アップを
図ることができた。
・研究の成果を県内に広く普及すると
ともに、来年度、本年度のリーダーの
フォローアップを行う必要がある。

　生徒指導主事アンケート結果におい
て、①～④の項目に対する肯定群の割
合の平均を80%以上にする。
①組織的生徒指導の実施　②開発的、
予防的生徒指導の実施　③ＰＤＣＡに
よる取組の改善　④小中連携の効果的
な取組の実践

【事業実績】
小学校担当者会（5/9）
中学校主事会（5/20）
小中学校担当者主事会（11
月に3地区で実施)
高等特別支援学校主事会
（10月に4地区で実施）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
小学校82.2%、中学校77.2%、高等特別
支援学校81.3%となっており、取組が
十分にできていない学校への手立てが
課題といえる。また、どの校種ともＰ
ＤＣＡサイクルによる取組の改善に課
題があり、年度途中の検証改善のあり
方の研修が必要である。

　各学校において、教職員一人一人が
人権教育の重要性を理解している。学
校経営や学級経営、各教科等の実践時
に全教職員が共通理解して組織的に人
権教育を推進している。

【事業実績】
 本年度計画している研修
は予定通り実施できた。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
 受講者評価は良好である。学校とし
ての組織だった指導等に受講者が繋げ
ていくことが十分とは言えない。

教職員

教職員

・各校種、
園・所等の
教職員に義
務付けられ
た基本研修

・任意に受
講する専門
研修

　学校・園・所の教職員（管理職等・初
任者・３年経験者・１０年経験者・学校
事務職員・技能職員・臨時的任用教員）
に対し、人権や人権問題に対するすぐれ
た感覚を養い、人権教育を基盤とした学
校経営や学級経営、教科経営等が実施さ
れるよう、指導主事等による講義・演習
を行い、指導力の向上を図る。

教育委員会
教育センター

　各学校に位置付けられている生徒指導
主事（担当者）を中心として、生徒指導
に対する認識を深め、組織的な生徒指
導、開発的・予防的な生徒指導を実践す
る。

教育委員会
人権教育課

子ども
教職員

生徒指導主
事等育成事
業

教育委員会
人権教育課

人権教育推
進リーダー
育成事業

　人権尊重の視点に立った学校づくりを
推進するため、人権教育や人権問題につ
いての専門性・実践力を備えたリーダー
を育成する。（小・中・高・特別支援学
校の教員　11名）

(■教職員
の資質能
力の向上)

（■いじ
めの防
止）

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

教育センター主催の各校種等に義務付けられた研修や 

任意に受講する研修での人権教育についての研修の開催 

各校種における生徒指導主事会（担当者会）を年２回実施 

11名の人権教育推進リー

ダーを委嘱し、研究・研修を

行う（小４名、中４名、県立３

名） 

11名の人権教育推進

リーダーを委嘱し、研

究・研修を行う（小４名、

中４名、県立３名） 

11名の人権教育推進

リーダーを委嘱し、研

究・研修を行う（小４名、

中４名、県立３名） 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・高等学校における校内支援体制を充
実させる。
・各高等学校の生徒支援コーディネー
ターの資質を向上させる。

【事業実績】
・生徒支援コーディネー
ター地区別研修会の開催
(5/28・6/3・6/4：計68名)
・生徒支援コーディネー
ター全体研修会の開催
        (7/14：50名)
・生徒支援コーディネー
タースキルアップ研修会の
開催  (10/20：18名)
重点支援校訪問延べ59回
　　(H26・11月末現在)

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・重点支援校と通常支援校の生徒支援
コーディネーターのスキルアップ
チェックリストを比較すると、「生徒
支援コーディネーターの役割遂行」及
び「支援サイクルづくり」の項目にお
いて、重点支援校担当者への支援に成
果が見られる。

・定例支援委員会の効果的な運営や
チーム支援の充実、一次的・二次的支
援に向けた取組の充実等が今後の課題
である。

・教育相談や人間関係づくりに関する
専門的な知識・技能を要する教員を増
加させる。
・研修満足度90%以上にする。

【事業実績】
・教育相談講座Ⅰ
　　(年４回：参加者51名)
・教育相談講座Ⅱ
　　(年４回：参加者28名)
・教育相談推進講座
  　(7/29：参加者149名)
・保健室における相談活動推
進講座
 　(8/22：参加者62名)
・人間関係づくり実践講座Ⅰ
 　(8/7：参加者37名)
・人間関係づくり実践講座Ⅱ
 　(8/20～21：参加者24名)
・生徒指導推進講座
 　(8/19：参加者48名)
・心の教育センター在校研究
員連絡協議会
　(年3回：研究員3名)

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・教育相談推進講座等の専門研修について
は、参加者の５段階評価が平均4.7と高く、
参加者のニーズに適した内容であったと考
える。

・教育相談講座Ⅰ・Ⅱは地区別で年間各４
回の開催であり開始時間も15:00であった
が、参加者は非常に意欲的に取り組めてい
た。しかし、学校行事等の関係ですべての
講座に参加できない者がいたことが残念で
あった。

・専門講座の中には定員に満たない講座も
あり、より多くの者が参加しやすい環境づ
くりを進めるとともに、参加者のニーズを
満たすことのできる今日的テーマの設定や
講師の選任に努める必要がある。

・すべての小中学校において「校内支
援体制チェックリスト」で平均3.0以
上にする。
※Ｈ２７　高知県教育振興基本計画
重点プラン　校内委員会充実事業

【事業実績】
・各教育事務所による対象
校の校内委員会への特別支
援教育コーディネーター派
遣事業の実施は、Ⅰ期60
件、Ⅱ期２件であった。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
校内委員会での効果的な支援会の運用
について、新任の特別支援教育学校
コーディネーターが学ぶことができ
た。

教職員

高等学校に
おける生徒
支援コー
ディネー
ター研修

　高等学校における予防的支援に焦点を
当てた校内支援体制づくりを進めるた
め、県内１０校を重点支援校に指定し、
各校の実態に応じて担当指導主事等が継
続的な訪問指導を行い、生徒支援コー
ディネーターのスキルアップやネット
ワークづくりを行う。
　○生徒支援コーディネーター研修会
(地区別研修会１回・全体研修会１回)
　○重点支援校担当者スキルアップ研修
会(年２回)

教育委員会
心の教育セン
ター
高等学校課
人権教育課
特別支援教育
課

教職員
心の教育セ
ンター専門
研修

校内委員会
への特別支
援教育地域
コーディ
ネーター派
遣事業

　新任の特別支援教育学校コーディネー
ターが指名された小中学校について、教
育事務所の特別支援教育地域コーディ
ネーターを派遣し、効果的な校内委員会
の進め方について支援を実施する。

教育委員会
特別支援教育
課

【教育相談や人間関係づくりに関する専
門研修の開催】
 ○教育相談講座Ⅰ・Ⅱ
 ○教育相談推進講座
 ○保健室における相談活動推進講座
 ○人間関係づくり実践講座Ⅰ・Ⅱ
 ○生徒指導推進講座
 ○心の教育センター研究員(在校)制度

教育委員会
心の教育セン
ター

(■教職員
の資質能
力の向上)

（■いじ
めの防
止）

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

教職員

校内委員会への特別支援教育地域コーディネーター派遣事業の実施 

生徒支援コーディネーター研修の実施 

要請訪問支援の継続 

教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催 

重点支援校（10校）等への訪問支援 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

･すべての小中学校でユニバーサルデ
ザインを視点においた授業を実施す
る。
・小中学校において発達障害の診断、
判断のある子どもの90％で引き継ぎ
シートを活用した引き継ぎを実施す
る。
※Ｈ２７　高知県教育振興基本計画
重点プラン　特別支援教育を柱に据え
た事業

【事業実績】
新任特別支援教育学校コー
ディネーター研修会でユニ
バーサルデザインに基づい
た授業つくりの研修（50
名）
モデル地区での夏期合同研
修会の実施(鳶ヶ池地区中
学校ブロック74名参加)
モデル地区での研究授業の
実施（全中学校57回）
２中学校区での研究発表会
参加者の合計数（223名）

【事業実績】 【事業実績】 【成果】
モデル校での研究発表会の実施によ
り、教職員に対して、ユニバーサルデ
ザインに基づいた授業づくりの実践の
普及を図ることができた。
個別の指導計画の作成により、教員の
共通理解と具体的な指導の充実が図ら
れた。
特別な配慮が必要な子どもへの支援
が、校種間で切れ目なく引き継がれる
ようになってきた。
【課題】
研究発表会への参加が県内全域の市町
村まで拡がっていない。

・児童生徒の実態把握のための「いじ
めアンケート」が、いじめの早期発
見、早期対応のための手段のひとつと
して定着し、学校の実情に応じた調査
が行われている。

【事業実績】
全小中高特支学校におい
て、いじめアンケートを年
２回以上実施。（実施状況
調査）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・学校でのアンケートの実施が定着し
てきた。
・特別支援学校など、学校の実情に応
じたアンケート内容・方法の工夫が必
要。
・アンケートのみに頼らない、いじめ
認知体制の充実。

・スクールカウンセラー等の相談活動
により、子どもや保護者が悩みの解決
を図り、充実した学校生活を送ること
ができる。
・スクールカウンセラー等が学校で校
内研修や教職員への相談活動を行うこ
とによって、教職員の子どもへの支援
が効果的に行われ、問題行動等の未然
防止や適切な対応により問題が深刻化
することを防ぐ。

【事業実績】
・スクールカウンセラー
（小113、中107、高13、特
支13）
・心の教育アドバイザー
（高24）
・スクールソーシャルワー
カー（市町村25、県立中
3）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・スクールカウンセラー等、スクール
ソーシャルワーカーの人材確保及び配
置拡充。
・相談員の専門性の向上と維持。
・スクールカウンセラー等、スクール
ソーシャルワーカーを効果的に活用す
るための学校コーディネーターの育
成。

子ども
保護者
教職員

・スクール
カウンセ
ラー活用事
業
・心の教育
アドバイ
ザー活用事
業
・スクール
ソーシャル
ワーカー活
用事
・生徒指導
推進事業

　児童生徒や保護者等のいじめをはじめ
とする人間関係の不安や悩みに対して、
臨床心理や福祉等に関する専門的な知
識・技能を有する人材（スクールカウン
セラーや心の教育アドバイザー、スクー
ルソーシャルワーカー）を学校に配置、
または派遣し、教育相談体制を充実さ
せ、児童生徒の問題行動等の未然防止、
早期発見、早期対応を図る。

教育委員会
人権教育課

教職員
子ども

特別支援教
育を柱に据
えた学校づ
くり事業

　発達障害等のある子どもの特性に応じ
た指導を充実させるために、「すべての
子どもが『わかる』『できる』授業づく
りガイドブック」を活用し、ユニバーサ
ルデザインに基づいた授業づくりを行
い、授業の実践力の向上を図る。また、
これまで行ってきた指導や支援を次の学
校につなぐための「引き継ぎシート」の
活用を促進し、校種間をつなぐ取組を充
実させる。

子ども
いじめアン
ケート

　定期的な「いじめアンケート」による
調査の実施と学校の実情に応じた個別面
談、日記や家庭訪問によりいじめの認知
に努める。

教育委員会
人権教育課

教育委員会
特別支援教育
課

(■教職員
の資質能
力の向上)

（■いじ
めの防
止）

（■学校
が主体と
なって進
める取組
への支
援）

■相談体
制の整
備・充実

■いじめ
の早期発
見

■いじめ
の実態把
握

特別支援教育学校コーディネーター対象の研修会等の実施 

特別支援教育を柱に据えた学校づくり事業における 

実践研究の実施 

引き継ぎシートの活用促進 

教育相談活動の推進、教職員への研修の実施 

「いじめアンケート」の実施（年間２回以上） 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・児童生徒及び保護者等のニーズに応
じた教育相談活動の実施
・相談担当者のスキルアップ
・適正な訪問支援による学校教育相談
体制の充実

【事業実績】
・来所、出張教育相談
受理件数241件
　(延べ1,332件)
・24時間電話相談658件
・Ｅメール相談283件
・ふれんどるーむCoCo利用
者
　(延べ129名)
・やまももの会利用者
　(延べ25名)
　(H26・12月末現在)

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・来所、出張相談の延べ件数は昨年よ
り減少しているが、新規の受理件数は
増加傾向にある。各学校の支援会等に
参加することで、不登校になる前段階
での支援が可能になった。今後も学校
及び関係機関との連携を密にするとと
もに、担当者のスキルアップを図る必
要がある。

・児童生徒の交流の場や保護者支援の
場は、徐々に利用者数も増加してお
り、さらなる広報・啓発を図っていき
たい。

　各種相談への対応が、迅速かつ適切
に行われている。

【事業実績】
子どもや保護者からの相談
への対応が適切に行われて
いる。
　[参考］
児童相談所が受け付けた児
童相談実績
Ｈ25年度 2,647件
（うち非行相談169件）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・いじめに関する相談があった場合に
は、児童相談所または市町村の要保護
児童対策地域協議会と、学校等関係機
関との連携のもと、相談等に対応する
体制ができている。

相談者に対し、早期解決に向かう助言
を行うとともに、生命・身体の安全に
関わる案件については、関係機関と連
携し早期対応していく。

【事業実績】
　4件9名

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
　匿名相談が可能であることから直接
解決へ結びつかない場合もあるが、相
談しやすい窓口として機能することを
目指す。

子ども
保護者
教職員

心の教育セ
ンター相談
事業

児童相談所
等による相
談対応

　児童相談所及び市町村の要保護児童対
策地域協議会等が、学校等関係機関と連
携を図りつつ子どもや保護者からの相談
等に対応する。

知事部局
児童家庭課

子ども
保護者

電話相談
　相談専用電話「ヤングテレフォン」を
通したいじめの早期発見と早期対応

子ども
保護者

【各種教育相談活動の実施】
　○来所相談
　○２４時間電話相談
　○Ｅメール相談
　○出張教育相談
　○ふれんどるーむＣｏＣｏ
  (児童生徒の交流の場)
　○やまももの会(保護者の交流の場)

教育委員会
心の教育セン
ター

警察本部
少年課

(■相談体
制の整
備・充実)

(■いじめ
の早期発
見)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

                          相談担当者のスキルアップ 

教育相談活動（来所・電話・Ｅメール・訪問）及び児童生徒 

・保護者の居場所（交流）づくりの実施 

相談担当者のスキルアップ 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　緊急事案に対応できる学校の組織体
制が確立している。

【事業実績】
・派遣回数12回、77時間
（12月末現在）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・緊急学校支援チームの委員の見立
て、助言により具体的な対策を考える
ことができた。揺れが見られる児童生
徒については、早期にＳＣが面談を行
い、組織的にケース会を行う等、個別
対応を行い、落ち着いた学校生活を送
ることができた。
・事案に適した委員の派遣及び派遣時
間の確保が難しい場合がある。

　発達障害による二次障害的な非行を
抑制し、非行総量（特に暴力事案）の
減少を目指す。

【事業実績】
　継続的な被害者支援３名

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
　被害者、加害者、支援者ともにメン
タルヘルスが重要である。支援者が専
門家のスーパーバイズを受けながら対
応できる体制を作る。

・ＰＴＡ研修等への講師派遣
・情報モラル教育実践事例
集の作成、配付
・非行対策ネットワーク会議

　平成２７年に実施する「子どもたち
の携帯電話・スマートフォン等の利用
実態調査」において、フィルタリング
の設定や携帯電話等利用に関する親子
のルールづくりの項目において、平成
２４年の調査結果を上回る。

【事業実績】
・ＰＴＡ研修への講師派遣
10回
・事例集の作成に向けた編
集委員会（4回）
5/21,6/12,7/17,9/18
・非行対策ネットワーク会
議　11/26

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・情報モラル教育実践事例集について
は、今後教育事務所との内容検討を踏
まえ、修正を行い、本年度中に各学校
への配付を予定している。
・事例集の活用を含めた情報モラル教
育の推進と保護者への啓発強化の両面
から取組を進める必要がある。

・本年度は公立学校全校を
対象
・中・高は毎月検索
・小・特別支援は年間４回検
索

　ネットいじめ等の早期発見・早期対
応により、ネットいじめ等の解消率が
上がる。
　予防的な効果も期待されることか
ら、児童生徒のネットトラブルに巻き
込まれる数が減少する。

【事業実績】
・６月より検索を開始。
・公立学校全校を対象に、
これまで中・高は毎月検
索、小・特別支援は２回検
索済み
・委託業者との打合せ会
10/29

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・リスクレベルが高い事案について
は、委託業者による24時間継続監視を
行うとともに、地教委及び学校に情報
提供し、未然防止や早期対応につなげ
ている。（今のところ緊急事案はな
し）

子ども
教職員
保護者

子ども
保護者
教職員

いじめ問題
等の解決に
向けた外部
専門家活用
事業

子ども
教職員

　ネット上のトラブルから子どもたちを
守るために、啓発用リーフレットを作
成・配付し、それを活用したＰＴＡ研修
の実施や学校の情報モラル教育を推進す
ることを通して、家庭でのルールづくり
の推進や児童生徒のネットマナーの向上
を図る。

教育委員会
人権教育課

子ども
保護者
教職員

被害少年対
策加害少年
対策

○被害をうけた少年やその保護者の精神
的なダメージの軽減
・カウンセリングアドバイザーによる被
害少年のカウンセリング
・被害少年に対する居場所事業
（トークルーム道草・学習支援・カウン
セリング等）

○加害少年に対する立ち直り支援

　専門家（弁護士１名、臨床心理士３
名、退職警察官１名、退職教員３名）と
県教育委員会事務局職員による緊急学校
支援チームを組織し、公立学校におい
て、児童生徒の生命に関わる事案や学校
が対応に苦慮している事案に対して学校
へ派遣し、改善に向けた具体的な対応等
について、専門的な見地から助言を行
う。

教育委員会
人権教育課

学校ネット
パトロール

　児童生徒が学校非公式サイトやプロ
フ、ブログなどに誹謗中傷の書き込み等
が行われるネット上のいじめ等に巻き込
まれていないか監視を行い、早期発見・
早期対応につなげる。

教育委員会
人権教育課

親子で考え
るネットマ
ナーアップ
事業

警察本部
少年課

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

■ネット
上のいじ
めへの対
応

■いじめ
への対処

■緊急学
校支援
チーム等
の派遣

被害少年に対する居場所事業や加害少年に対する 

立ち直り支援事業の充実 

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 

児童生徒への情報モラル教育と保護者に対する 

啓発活動の推進・強化 

学校非公式サイトやプロフ、ブログ、ＳＮＳなどの定期検索、 

リスクが高い事案は24時間継続監視 

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　教職員の情報モラルに関する認識が
高まり、授業にＩＣＴを効果的に取り
入れている。

【事業実績】
本年度計画している研修は
予定通り実施できた。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
受講者評価は良好である。個人のスキ
ルはあがった。しかし、学校としての
組織だった取組は十分とは言えない。

　日々進化するＩＴ関連の情報を取り
入れながら授業や講演を行う。
さらに受講者がいじめを含むトラブル
解決のためのキーパーソンになること
を目指す。

【事業実績】
　出前授業・講演
　　小学校33回
　　中学校44回
　　高校15回
　　その他34回
　　　　計126回

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
  ニーズが非常に高い。日々進化する
IT関連情報をわかりやすく発信する。
　授業の打合せ時や授業・講演の前後
での相談が多く、個々の状況に応じて
解決方法を助言している。

警察本部
少年課

子ども
保護者
教職員

防犯教室
相談

○ネット利用に起因するいじめに関する
出前授業、講演の実施
○ネット利用に起因するいじめトラブル
対応への助言指導

教職員 初任者研修

効果的にＩＣＴを使用するために配慮す
べきこと、個人情報等の取扱い方、情報
を取り扱う際のルールやマナーなどにつ
いての研修を行い、教職員の人権感覚を
養う。

教育委員会
教育センター

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
への対処)

（■ネッ
ト上のい
じめへの
対応）

教育センター主催 初任者研修授業基礎研修Ⅴ 

「教育の情報化」「授業改善のためのＩＣＴの活用」の開催 

児童生徒・保護者・関係者に対する啓発 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室

　生徒指導体制の強化のための児童生
徒支援加配等の効果的な配置。
カウンセリング技術を持った養護教員
の効果的な配置。

【事業実績】
・各学校の実情に応じ、児
童生徒支援加配の配置及び
養護教諭の複数配置を適切
に実施した。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
児童生徒支援加配の配置や養護教諭の
複数配置を行うことによって、児童生
徒に対するきめ細かな対応が可能と
なっている。しかし、これらの加配を
大幅に拡大していくことは、財政上の
課題もあり困難である。

効果の検証も含め、平成２５
年度の指定校３校を引き続
き指定
専門家による学校訪問、事
業検証

平成２６年度の事業検証
に基づき新任校長の配
置された学校を新規に指
定
専門家による学校訪問、
事業検証

　各学校の組織的なマネジメント力を
高め、取組がより成果に結びつく体質
をつくる。
・診断結果に基づいた学校経営の現状
と課題を踏まえ、学校評価における評
価項目や達成基準の見直し等、学校改
善の方策を見出すことができる。
・専門家から「十分改善の傾向が見ら
れる」と判断される。

【事業実績】
・「学校経営診断カード」
によるアンケートを実施
（６月・12月）
・専門家（学校経営診断研
究会）による分析・助言
（７月・２月）
・学校経営診断研究事業連
絡協議会（11月）におい
て、診断結果の活用状況や
今後の事業の在り方につい
て協議

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
○学校経営診断カードを活用した客観
的分析データや専門家による学校訪問
は、学校組織の現状や課題の把握及び
学校経営の改善策の検討において大変
有効であり、結果として診断結果の数
値等の向上にもつながっていることが
検証された。特に新規に校長が配置さ
れた学校では、校長による学校の現状
や課題等に対する理解とその対策が早
期にできることから、成果は大きい。
○診断結果を活用した学校改善の成果
を検証するためには、複数年の事業の
継続が必要である。
○各研究指定校の取組状況等を互いに
共有し合う機会の一層の充実が必要で
ある。

教育委員会
高等学校課

教職員

学校経営診
断による学
校経営の改
善に関する
研究

 ３校を指定し、学校経営診断カードを活
用して客観的分析データに基づいて学校
組織の現状や課題を把握し、成果と課題
を明確にすることで、組織的な学校経営
を進める方策を見出す学校経営診断の研
究を行う。

県方針の内容

■教職員が子どもと向き合うこ
とのできる体制の整備

学校
教職員の配
置

　いじめ、不登校や暴力行為等の問題が
多く発生している学校に、児童生徒支援
加配等の教員配置を行うなど、生徒指導
体制を強化する。また、不登校やいじめ
等の問題行動が多く発生している大規模
学校には養護教諭を複数配置し、児童生
徒の心理面のケアを行う体制を整える。

教育委員会
小中学校課

子ども
保護者
教職員

・スクールカ
ウンセラー活
用事業
・心の教育ア
ドバイザー活
用事業
・スクール
ソーシャル
ワーカー活用
事業
・生徒指導推
進事業

【再掲】
教育委員会
人権教育課

学校の実情に応じた適材の配置 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　ＰＴＡと行政（県・市町村教育委員
会）の間で、本県の子どもたちを取り
巻く状況や課題を把握・共有するとと
もに、課題解決に向けたＰＴＡの主体
的な活動を推進する。
※Ｈ２７　高知県教育振興基本計画
重点プラン

【事業実績】
・ＰＴＡ教育行政研修会
　幡多：６/22・119人
　吾川：７/５・ 56人
　高岡：７/26・ 94人
　安芸：８/２・ 71人
　香美香南：８/23・94人
　土長南国：８/30・83人
　高知市：２/７（予定）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・保護者・教員が課題意識を共有し、
家庭や学校、ＰＴＡの具体的な取組方
法を協議することによって、今後の活
動に参考になる意見が数多く提案され
た。
・研修会での提案をその後の各ＰＴＡ
活動に反映させることが課題

　育成員（保護者）、教員、行政、各
関係機関が共通の課題認識をもち、連
携して取り組める体制が構築されてい
る。
※Ｈ２７　高知家の子ども見守りプラ
ン

【事業実績】
・高校生育成員・教育行政
研修会
　香長：６/10・38人
　高吾：12/４・46人
　安芸：１/22（予定）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・育成員（保護者）と教員が共通の課
題意識を持ち、いじめの予防、早期発
見、対処について協議することができ
た。
・未実施地区での開催と、研修会の継
続が課題

　平成３０年度までに、延べ100校以
上の学校に対して、ＰＴＡ研修への支
援を実施する。
※Ｈ３０　高知県人権施策基本方針―
第１次改定版―

【事業実績】
・ＰＴＡ研修への講師派遣
10校（小５校、中２校、県
立３校）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・児童生徒をネットトラブルから守る
ための啓発を行い、保護者への危機意
識を高めることができた。
・研修依頼のあるＰＴＡが少ないた
め、関係各課と連携して、啓発の必要
性を訴えていかなければならない。

・県内各地の教育支援センター等にお
ける取組の共通理解を図り、互いに学
び合うことで、より効果的な支援体制
の充実を図る。

【事業実績】
・教育支援センター連絡協
議会の開催
(5/2・11/11・1/29：各30
名)

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・各教育支援センターの実践発表や演
習等を通して、それぞれの課題や効果
的な取組に関する共通理解を図ること
ができている。
・教育支援センターには教育関係者以
外の支援員もおり、今後はより専門的
な研修も取り入れていきたい。

■学校・
家庭・地
域・関係
機関が連
携した取
組の促進

■PTAや地域の関係団
体との連携促進

保護者
教職員

(小中学校)

教育委員会
生涯学習課

教職員
保護者

ＰＴＡ人権
教育研修会
支援事業

　ＰＴＡ会員等が、喫緊の人権課題や社
会の変化に伴う新たな人権課題に対する
理解と認識を深めることをめざし、ＰＴ
Ａが実施する人権教育研修会等を支援す
ることで、地域ぐるみで子どもを見守る
体制づくりにつなげる。

教育委員会
人権教育課

教育委員会
心の教育セン
ター

各関係機
関職員等

高知県教育
支援セン
ター連絡協
議会

　県内各地域の教育支援センターで、
様々な課題で苦悩している児童生徒を直
接支援する相談員や支援員等が、最新の
情報を共有するとともに、日頃取り組ん
でいることや悩んでいることなどについ
て実践発表や協議を行うことで、その後
の具体的な支援に生かすことを目的とし
て年間３回実施する。

高校生育成
員・教育行
政研修会

　生活指導の一翼を担う高校生育成員
（保護者）の活動のさらなる活性化とと
もに、育成員・教員・行政・各関係機関
が一体となって課題解決に取り組める体
制を構築し、現状の改善を図る。（５地
区で開催予定）

教育委員会
生涯学習課

ＰＴＡ・教
育行政研修
会

　
　子どもたちを取り巻く多様な教育課題
を解決するために、県内７地区で教員・
保護者・行政職員（県・市町村教育委員
会）が一堂に会して研修・協議を行い、
ＰＴＡとして組織的に取り組む活動内容
を考え行動化につなげる。

保護者
教職員

(高等学校)

高知県教育支援センター連絡協議会の開催 

県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実 

３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実 

いじめやネット問題をテーマにしたＰＴＡ研修への講師派遣 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

平成２４年度より３年間指定
（高等学校）

学校運営協議会を設置
する学校の再指定（高等
学校）

　保護者・地域住民等への学校運営に
関する情報を発信し、保護者・地域住
民等のニーズを迅速かつ的確に学校運
営に反映させる。

【事業実績】
指定校において、年間５回
の学校運営協議会を開催
（高等学校）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
○学校の取組について、多様な立場か
ら助言をもらうことができ、学校改善
のきっかけとなっている。（高等学
校）
○指定校が１校であるため、取組状況
等について他校との共有が難しい。
（高等学校）

・１地域（中学校区）を指定

　平成３０年度までに、人権教育研究
指定校事業も含めて、県内１０校を指
定し、研究の推進を図る。
※Ｈ３０　高知県人権施策基本方針―
第１次改定版―

【事業実績】
・指定地域においては、地
域の実態に応じて学校・家
庭・地域の連携体制が構築
され、例えば、地域の人材
バンクの立ち上げと活用
等、地域ぐるみの人権教育
の取組がなされている。
・集合研修会　6/13
・高知市立南海中学校区指
定研究発表会　2/18

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・現在の指定地域は、本年度で事業終
了となるため、関係各課や教育事務所
と連携し、来年度以降の指定地域の選
定を進める必要がある。

　学校や地域と連携し、より安全で健
やかに、地域で子どもを育てる風土が
できる。
　「放課後学びの場」において、より
学校との連携が進み、子どもたちが学
ぶ力を身に付けることができる。
※Ｈ２７　高知県教育振興基本計画
重点プラン

【事業実績】
小学校／実施校率92％
・子ども教室102ヵ所
・児童クラブ67ヵ所
中学校／実施校率47％
・学習室 30ヵ所

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
全小学校区の約９割に設置された安
全・安心な放課後の居場所で、様々な
体験・交流・学習活動が充実してき
た。市町村や実施場所によって異なる
取組格差の解消が課題。

教職員
保護者
子ども

学校運営協
議会
開かれた学
校づくり

　保護者及び地域住民等が学校運営に参
画することにより、そのニーズを迅速か
つ的確に学校運営に反映させるととも
に、学校、家庭及び地域社会がそれぞれ
の役割を果たしながら相互に連携し、一
体となって子どもたちの教育に取り組
む。

教育委員会
小中学校課
高等学校課
特別支援教育
課

子ども
放課後子ど
もプラン

　地域社会の中で、放課後や週末等に子
どもたちが安全で安心して健やかに育ま
れるよう、また、保護者が安心して働き
ながら子育てができるよう、放課後児童
クラブや放課後子ども教室等の居場所を
設け、地域の多くの方々の参画を得て、
様々な体験・交流・学習活動の機会を提
供する。

教育委員会
生涯学習課

子ども
教員

(保護者)

(■学校・
家庭・地
域・関係
機関が連
携した取
組の促進)

■地域ぐるみで子ど
もの育ちを支援する
体制づくり

■地域とともにある
学校づくり

人権教育研
究推進事業

【人権教育総合推進地域事業】
　学校、家庭、地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取組を教育委員会と
の連携・協力の下で推進し、地域全体で
人権意識を培い、人権尊重の精神を高
め、一人一人を大切にした教育の充実に
資する研究を実施する。

教育委員会
人権教育課

放課後の子どもたちの安全で健やかな居場所づくりと 

地域の実情に応じた放課後学びの場の充実 

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった 

人権教育の充実に向けた研究の推進 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　全ての市町村において、学校や地域
の実情に応じて、地域社会全体で学校
教育を支援する仕組みを構築する。
※Ｈ２７　高知県教育振興基本計画
重点プラン

【事業実績】
19市町村35支援本部75校。
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰや市町村担当者
対象の研修の充実や事例集
等による啓発。ｱﾝｹｰﾄの実
施。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
地域ぐるみで子どもの育ちを支援する
体制づくりの重要性が認識され、来年
度開設する地域が増える。地域によっ
て異なる取組格差や、継続性の高いし
くみづくりが課題。

　県内各公立小学校で学校と民生・児
童委員及び主任児童委員、家庭が連携
した仕組みが構築され、民生・児童委
員等への相談実績など具体的な見守り
事例が増えている。

【事業実績】
高知県内全公立小学校196
校中、約120校で取組（自
己紹介）を実施

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
　この取組を通じて、学校との関係づ
くりを始める民児協や、これまで以上
に関係を深めていくために活動しよう
とする民児協など、各市町村の実情に
応じて子どもの見守りの仕組みづくり
に向けた検討が行われるようになっ
た。
　未実施の市町村と協議を進め、民
生・児童委員等と学校・家庭が連携し
た地域における少年非行の防止の仕組
みづくりなどを県内全域に定着・普及
させるよう取組を強化する。

　児童や家庭にとって安心できる居場
所（機会）の一つとして認知され、地
域の見守りなどの健全育成につながっ
ている。

【事業実績】
室戸市、安芸市、日高村、
佐川町、黒潮町から申請

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
　現在、活動している地域では、安心
できる居場所の一つとして一定認知さ
れているが、県全体で見た場合、それ
ぞれの地域での活動は先細りの傾向に
ある。

・弁護士会、医師会、臨床
心理士会、地方法務局、民
生委員児童委員協議会連合
会

　市町村が設置するいじめ防止対策の
ための組織に、弁護士、医師、心理や
福祉の専門家等を構成員として入れる
ことができる体制を整備する。

【事業実績】
・各関係機関・団体に対し
て協力要請をし、各市町村
から連絡があれば、対応し
てもらう窓口を紹介した。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・市町村に対し、紹介や斡旋を行うこ
とはできたが、今後、よりよい外部専
門家等との連携を市町村においても促
進するため、県が設置するいじめ防止
対策のための組織の運用状況を引き続
き広報していく。

子ども
児童厚生施
設活動支援
事業

■市町村教育委員会との連携と
支援

関係機関・
団体に対す
る、いじめ
防止対策推
進法に基づ
き市町村等
が設置する
組織への参
画依頼

　民生委員児童委員協議会連合会、弁護
士会、医師会、臨床心理士会に対して、
いじめ防止対策推進法に基づき市町村等
が設置する組織について、構成員に外部
専門家を入れる場合の窓口紹介を依頼す
る。

学校
学校支援地
域本部事業

　地域住民が学校の教育活動を支援する
取組を組織的なものとすることで、さら
なる学校教育の充実とともに、生涯学習
社会の実現、地域の教育力の向上を図
り、地域社会全体で学校教育を支援する
体制づくりを推進する。

小学校
保護者

民生・児童
委員及び主
任児童委員
による地域
の見守り活
動の推進

　県内各小学校で行われる就学時健康診
断時や入学説明会、入学式などで、保護
者に対し地元で相談を受けてもらえる民
生・児童委員及び主任児童委員を紹介す
ることをきっかけにして、小学校単位で
の子どもや家庭を見守る仕組みづくりに
つなげていく。

　児童の福祉の増進に資することを目的
として、児童館等で家庭児童の健全な育
成を図り、母親等地域住民の積極的参加
による地域活動の促進を図るため、補助
事業者が行う地域組織（母親クラブ等）
の活動を支援する。

知事部局
児童家庭課

教育委員会
人権教育課

市町村
教育委員会

教育委員会
生涯学習課

知事部局
児童家庭課

(■学校・
家庭・地
域・関係
機関が連
携した取
組の促進)

(■地域ぐるみで子ど
もの育ちを支援する
体制づくり)

児童館等を拠点として活動する地域組織（母親クラブ等）への支援 

地域社会全体で学校教育を支援する体制づくりの推進 

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への 

関係機関・団体の参画依頼 

就学時健康診断時、入学式等で民生・児童委員等の紹介 

及び紹介チラシの配布 

上記取組をきっかけにして、 

各小学校の状況に応じた地域の見守り活動につなげる 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

自己評価、学校関係者評価
の実施
評価結果の公表

　学校評価を活用し、各学校のＰＤＣ
Ａサイクルに基づく組織的なマネジメ
ント力を高め、取組がより成果に結び
つく体質をつくる。

【事業実績】
・すべての高等学校におい
て学校評価を実施

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
○学校評価を通じて、学校の各取組の
現状と課題を整理することができてい
る。
○評価項目や目標設定、評価基準の在
り方の検証や、学校改善に活かす学校
評価の活用については、今後も更なる
検討が必要である。

　「高知県いじめ防止基本方針」啓発
リーフレットを活用して、ＰＴＡ研修
等あらゆる機会を通じて広報啓発に努
める。

【事業実績】
・４月当初に県内すべての
学校を通じて、リーフレッ
トを保護者に配布した。
・ＰＴＡ・教育行政研修会
等の場で、リーフレットを
活用して基本方針の内容の
周知を図った。
・「夢のかけ橋」等の広報
誌やＨＰを通じて、啓発を
図った。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・県の基本方針の内容は、ある一定周
知できたが、県民総ぐるみのいじめ防
止対策を進めるためには、県民一人一
人が主体的にいじめ防止の取組に関
わってもらえるよう、意識を高めてい
く必要がある。

　平成３０年度までに、延べ15市町村
で「人権教育推進講座支援事業」を実
施する。
※Ｈ３０　高知県人権施策基本方針―
第１次改定版―

【事業実績】
・各教育事務所管内の市町
村主催の人権教育推進講座
を支援した。（香美市、室
戸市、仁淀川町、大月町）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・市町担当者と協働で、地域住民の
ニーズに応じた推進講座を企画・運営
することができた。
・幅広い世代の地域住民を対象とした
啓発活動ができるように、今後啓発の
場を開拓していく必要がある。

■学校評価の留意点

子ども
教職員
保護者

一般県民

いじめ防止
子どもサ
ミット

【再掲】

一般県民

保護者
一般県民

■県民のいじめ問題への関心を
高め、正しい理解を深める取組
の推進

人権教育推
進講座支援
事業

○県民に身近な人権課題の解決に向け
て、学習機会の充実、指導者養成に取り
組む。
○人権尊重のまちづくりの取組を学ぶこ
とで、市町村の社会教育及び人権教育担
当等が推進講座を開催し、学習内容を企
画立案する力や効果的な学習方法を身に
付ける。

　保護者や地域住民など県民に広く、県
のいじめ防止基本方針やいじめ防止等の
取組についての理解を促すよう、啓発
リーフレットを作製・配布し、広報啓発
の充実を図る。

教育委員会
人権教育課

教育委員会
人権教育課

知事部局
教育委員会
警察本部

教職員
保護者
地域

学校評価

 学校の現状と課題について学校と保護
者・地域住民等の共通理解を深め、相互
の信頼関係や連携・協働を促すコミュニ
ケーションツールとして、また、教育活
動その他の学校運営の改善を目的とした
学校と保護者や地域住民との協働の場と
して、学校評価を活用する。

教育委員会
小中学校課
高等学校課

「高知県い
じめ防止基
本方針」に
ついての啓
発活動

「高知県いじめ防止基本方針」啓発リーフレットの配布と広報啓発 

３市町村を指定 

前年度指定市町村の

フォローアップ 

３市町村を指定 

前年度指定市町村の

フォローアップ 

３市町村を指定 

前年度指定市町村の

フォローアップ 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

教職員
保護者

ＰＴＡ人権
教育研修会
支援事業

教育委員会
人権教育課

　「人権」に対する正しい理解と認識
が高まる。
参加者数を9,200人以上にする。ま
た、参加者の「人権課題への理解が深
まった」の割合を80%以上にする。
※Ｈ３０　高知県人権施策基本方針―
第１次改定版―

【事業実績】
　12月７日に中央公園で開
催。参加者は約7,000人。
「人権課題への理解が（大
変・まあまあ）深まった」
の割合は94.2％であった。
なお、県民に身近な10の人
権課題について、パネルや
資料配布等により啓発を行
うことができた。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
○人権に関する関係課・関係機関・団
体が連携して、県民イベントを開催す
ることができた。
○人権週間及びフェスタ開催日に関し
て、他のイベントとの日程調整や連携
等をどのようにしていくかが課題であ
る。

　各人権課題に関する正しい認識や知
識を身に付けることで、人権侵害の防
止につながる。
　各講座において、参加者の「○○の
人権課題への理解が深まった」の割合
を80%以上にする。
※Ｈ３０　高知県人権施策基本方針―
第１次改定版―

【事業実績】
 ５講座開催。参加者は延
べ480名。５講座の「○○
の人権課題への理解が深
まった」の回答の平均は、
92％であった。

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
○広報活動を充実したことで、参加者
が増えた。
○各講座について、県民のニーズに応
える講師及びテーマを設定したことか
ら、人権に関する正しい認識や知識の
習得につながる研修となった。

　人権意識を高めるとともに、状況に
よっては犯罪（加害者・被害者）に結
びつくことを認識させる。
　ネットマナーを普及徹底させる。

【事業実績】
○少年サポートセンター
いじめＤＶＤ（7～12月）
　小学校2校349名
　中学校1校137名
　その他学校2校48名
○署　小学校1校20名
　　　中学校1校61名
○12月開催のいじめ防止子
どもサミットの席上で県内
の小中高の生徒保護者等
　約1,300名対象に上映

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
・少年に対していじめの現状を周知す
ることにより非行の抑止を図ってい
く。
・保護者や県民等にいじめの実態やい
じめによる被害等の現状を周知するこ
とにより少年の見守り活動に対する意
識を啓発していく。

人権啓発
フェスティ
バル開催事
業

【じんけんふれあいフェスタ】
　身のまわりにある、さまざまな人権問
題について、県民に理解と関心を深めて
もらうとともに、一人一人が人権問題の
解決に向けて自らの課題として取り組め
るよう、「人権週間（12月４日～10
日）」を周知するとともに、その期間中
に高知市中央公園において、関係課や団
体が協力して県民参加型の人権啓発に関
するイベントを開催している。

【再掲】
（■県民のいじめ問題への関心
を高め、正しい理解を深める取
組の推進）

一般県民

人権啓発研
修企業リー
ダー養成講
座開催事業

【人権啓発研修ハートフルセミナー】
　人権啓発にかかわる研修講座を開催
し、人権問題に対する興味関心を高め、
人権尊重の職場づくり・地域社会づくり
に資する人材育成を行っている。具体的
には、県人権施策基本方針―第１次改定
版―で記載している個別の人権課題につ
いて、年５講座（テーマとしては５課
題）開催している。

子ども
保護者

広報用Ｃ
Ｍ、ＤＶＤ
の制作

【ネットの危険性を啓発するＤＶＤの制
作】
　きょうだいがクラスメートからいじめ
を受けていることを互いに告白、イン
ターネットの利便性と危険性の理解を通
じてもう一度ネットの使い方を考えて行
くことをドラマ形式でＤＶＤを作成す
る。
【テレビＣＭを活用した広報活動の実
施】
　上記で作成したＤＶＤを基に「いじめ
防止広報」を制作
　夏休み期間中の７～８月に放送(民放３
社各80回)

警察本部
少年課

知事部局
人権課

知事部局
人権課

一般県民

関係課や団体と協力・連携した「じんけんふれあいフェスタ」の開催 

「人権啓発研修ハートフルセミナー」の開催 

児童生徒・保護者に対する啓発 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　私立学校教員の人権感覚が磨かれ、
児童生徒の発達段階に応じた、人権尊
重の理解やこれが体得されるような適
正な支援がなされている。

【事業実績】
○学校訪問による助言指導
（１学校当たり）
 定期訪問：年６回
 要請によるもの：年４回
程度
　
○研修会の実施　年３回
（管理職研修、人権教育基
礎講座、人権教育主任研
修）

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
○定期及び随時の学校訪問により、各
学校のニーズに合った助言ができてい
る。

○研修会の内容は充実してきている
が、研修会で得たノウハウを現場に活
かすための取組が課題。人権主任以外
の教員にも積極的な研修会への参加を
呼び掛けたい。

　人権意識を高めるとともに、状況に
よっては犯罪（加害者・被害者）に結
びつくことを認識させる。
　ネットマナーの普及徹底

【事業実績】
　11/27私立中学・高等学
校生徒指導連絡協議会にお
ける講演　(16校60名参加)

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
　生徒対象の授業の他、教職員、保護
者対象の出前講演を積極的に実施し
た。

　私立学校におけるいじめの防止等の
ための体制整備や対策の充実が進んで
いる。

【事業実績】
・カウンセラー等の配置
・人権研修会参加等
・研修会の開催
等の人権教育推進に向けた
取組を支援した。
○カウンセラーｰ等の配置
  ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰの配置
　  16校/18校
  ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの配置
　　 1校/18校
○ネットパトロールの実施
　　 5校/18校
○学校主催の教職員研修
　　 9校/18校
○研修会の実施
　人権教育研究協議会主催
　　 年 4回
○人権教育推進に係る経費
配分該当校
  　13校／18校

【事業実績】 【事業実績】 【成果と課題】
　各学校において、いじめの防止等の
ための体制は整ってきているが、私立
学校においても不登校や中途退学な
ど、生徒指導上の諸問題が大きな課題
となっている。防止策を講じることに
加え、初期段階で本人や教員がスクー
ルソーシャルワーカー等の専門家に相
談し、助言を得られる体制づくりが課
題となっている。

私立学校人
権教育指導
業務委託事
業

　私立学校における人権教育の推進を図
るため、学校訪問による助言・指導や研
修会の開催等の人権教育指導業務を(公
財)高知県人権啓発センターに委託する。

知事部局
私学・大学支
援課

■私立学校に対する支援

【再掲】
教育委員会
心の教育セン
ター

子ども
保護者

出前教室・
講演

　いじめ防止教室、ネットの正しい使い
方教室の開催

知事部局
私学・大学支
援課

教職員
(子ども)

警察本部
少年課

子ども
保護者
教職員

心の教育セ
ンター相談
事業

子ども
教職員

財政上の支
援

【私立学校教育力強化推進事業費補助
金】
　私立学校におけるいじめ等を未然に防
止する取組への支援を実施する。
【私立学校運営費補助金】
　私立学校における人権教育推進に係る
経費に対して優先的に配分する。

私立学校における人権教育指導業務の委託 

児童生徒・保護者に対する啓発 

私立学校におけるいじめの防止等の取組に対する財政上の支援 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

いじめ問題に対応できる学校の組織体
制が確立している。

【事業実績】
（新規事業）

【事業実績】 【成果と課題】
　私立学校においては、学校や学校の
設置者が、いじめの対応等に主体的に
取り組んでいるが、対応に苦慮する
ケースも発生している。

子ども
保護者
教職員

いじめ問題
等の解決に
向けた外部
専門家活用
事業

[いじめ問題等に係る学校サポート専門家
チーム派遣事業」
　いじめ問題等において私立学校が対応
に苦慮することが予想される事案等に対
して、私学・大学支援課に「学校サポー
ト専門家チーム」を設置し、学校の要請
に応じて、専門的な見地から、問題の改
善・解決に向けた具体的な助言を行う。

知事部局
私学・大学支
援課

（■私立学校に対する支援）

私立学校の要請に応じた学校、関係児童

生徒・保護者等への支援 

21


